
大北森林組合等の補助金不適正受給への対応状況
（国庫補助金の返還について）

（資料１）

○ ６月１０日にこれまでの国への説明状況等を踏まえ、約11億53百万円の国庫補助返還金等を６月補正予算に計上
○ 合わせて、大北森林組合等に対する損害賠償請求、県組織全体での徹底したしごと改革による経費節減の方針を策定
○ ９月１２日に国から発出された補助金返還命令等に基づき、約11億36百万円を国庫等へ返還

国庫返還への対応の概要

国・県ともに
時効完成

（411百万円）

国・県ともに
時効未完成

（959百万円）
※上記のほか、

28年2月補正で
計上したものが
7百万円

国の時効未完
成（県完成）
（174百万円）

不用萌芽除去・
指導監督費

（50百万円）

【国費・県費の内訳】

国費
353百万円
国庫納付

国費
267百万円
時効完成

国費
621百万円
国庫返還

（2月補正分4百万円）

国費
126百万円
国庫返還

国費
36百万円
国庫返還

県費
144百万円
時効完成

県費
338百万円
時効未完成

（2月補正分3百万円）

県費
48百万円
時効完成

県費
14百万円

【損害賠償等の対応方針】

加算金
（353百万円）

【組合等への返還請求等の状況】

県として時効が完成しているため、補助金
返還請求できない。

組合等へ補助金返還請求済
（一部予定を含む）

県として時効が完成しているため、補助金
返還請求できない。

県の誤った指導に基づくもの（不用萌芽除
去）、県の行う指導監督への補助（指導監
督費）であり、補助金返還請求できない。

県の指導監督の不備により課されたもので
あり、組合等へ返還請求できない。

請求可能な範囲を精査し、大北森林組合
等及び元専務に対し損害賠償請求を実施

H29までに懲戒処分による給与削減や旅
費その他の事務経費の削減により対応

H30までに「しごと改革」の断行もよる
人件費の削減で対応

国庫返還額等約11億36百万円

総額
（1947百万円）



大北森林組合等の補助金不適正受給への対応状況
（大北森林組合の再生）

○ 平成28年６月２日、大北森林組合が「事業経営計画」及び「補助金等返還計画」を県に提出したが、平成28年６月16日、県は
「補助金等返還計画」等の精査・見直しを求める通知を発出

○ 平成28年7月27日、大北森林組合が「抜本的経営改善方針」を県に提出し、「補助金等返還計画」等を見直す期間として平
成２９年１月末までの猶予の申し出があったため、７月29日、県は補助金返還債務の履行期限を平成29年３月31日まで延長

【県の対応】【大北森林組合の対応】

・平成28年６月16日
「補助金等返還計画等の見直しについて（林務部長通知）」

次の観点等から経営改善を抜本的に進め、補助金等返還計画
等を見直すよう求める。
１ 補助金不適正受給期間中の役員の責任の明確化
２ 新たな発想による事業展開
３ 徹底した管理費の削減
４ 増資等による経営基盤の安定

・平成28年5月30日
総代会開催。「事業経営計画」及び「補助金等返還計画」

（返還期間50年）を承認。６月２日県に提出

・平成28年６月８日
「大北森林組合の再生に向けて」組合長コメントを公表
返済期間が前倒しとなる構想をまとめていくこと等を決定

・返還期間が長期にわたるため、前倒しして返還すること等を指導

・平成28年７月27日
補助金返還債務（864百万円）の「履行延期申請書」及び

「抜本的経営改善方針」を県に提出
□ 抜本的経営改善方針の概要
１ 森林組合の精神の原点に立ち返った開かれた組合の

運営の推進
２ 補助金不適正受給期間中の役員の法的責任の明確化
３ 新たな発想による、実現性等を踏まえた事業展開
４ 非常勤役員の報酬辞退等徹底した管理費の削減
５ 増資や借入等による経営基盤の安定
６ 内部管理体制を確立し、森林整備事業を拡大

＊ 補助金等返還計画等を見直す期間として、平成29年
１月31日まで猶予をいただきたい。

・平成28年７月29日
補助金返還債務の履行期限を平成29年３月31日まで延長

理由：組合が無資力に近い状態と認められることから、組合
が改善方針に沿って抜本的な経営改善を進め、計画的
かつ早期に補助金が返還されることが県の財政負担の
最小化につながるため。

条件：・平成29年１月31日までに補助金等返還計画等を見直
して提出すること。

・「抜本的経営改善方針」の進捗状況を９月15日及び
11月15日までに中間報告すること。

※１ 県は平成29年2月定例会で新たな計画を議会に説明
※２ 補助金返還債務の一部は本年度も大北森林組合から返還予定

・平成28年６月27日
理事会で、新たに常勤の専務理事を選任


